
令和3年度 令和2年度

総総 務務 部部 113388,,558833,,884477 113399,,559944,,555577

<<総総 務務 管管 理理 局局>>
R 3 R 2

総総 務務 課課
ⅠⅠ 人人 事事 管管 理理 費費

1. 行政不服審査法施行事 1,462 1,477 行政不服審査法第81条により設置された附属機関（和歌山

業 ○受○単 県行政不服審査会）の運営に要する経費

ⅡⅡ 文文 書書 費費

1. 法制関係事務事業 ○単 20,636 20,088 顧問弁護士、訴訟、県報の発行及び原稿作成、県例規集デ

ータベースの更新・使用及び国現行法令データベースの使

用その他の法制事務等に要する経費

2．情報公開・個人情報保 4,703 4,827 情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運営を通じ、

護推進事業 ○単 開かれた県政を推進するとともに、個人情報の有用性に配

慮しつつ、個人の権利利益を保護するために要する経費

行行 政政 改改 革革 課課
ⅠⅠ 人人 事事 管管 理理 費費

1. 事務の見直し推進事業○単 41,135 17,157 生産性を向上させる事務の見直しの推進に要する経費

人人 事事 課課
ⅠⅠ 人人 事事 管管 理理 費費

1. 職員研修事業 ○単 25,740 26,725 職員研修の実施に要する経費

一般研修 ８研修

特別研修 20研修 等

財財 政政 課課
ⅠⅠ 一一 般般 管管 理理 費費

1. 外部監査事業 ○単 8,950 8,950 県の組織に属さない外部の専門家と契約して監査を受ける

ために要する経費

ⅡⅡ 財財 政政 管管 理理 費費

1. 新地方公会計システム 5,121 4,531 全国統一基準による貸借対照表等の財務書類を作成・公表

構築事業 ○単 するためのシステム構築・運用に要する経費

ⅢⅢ 公公 債債 費費

1. 公債費事業 ○単 72,048,518 72,363,042 公債管理特別会計への繰り出しに要する経費 71,975,381

県債発行に伴う借入及び償還事務等に要する経費 73,137
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税税 務務 課課
ⅠⅠ 一一 般般 管管 理理 費費

1. ふるさと和歌山応援寄 89,772 62,348 「ふるさと和歌山応援寄附」の運営に要する経費

附運営事業 ○単

ⅡⅡ 賦賦 課課 徴徴 収収 費費

1. 県税運営システム事業○単 341,087 320,617 税務事務全体の電算処理に要する経費

2. 不正軽油追放対策事業○単 3,383 3,453 不正軽油追放のための取締に要する経費

3. 滞納整理事務事業 ○単 21,187 18,871 県税収入の確保を図るため、徴収対策の強化に要する経費

市市 町町 村村 課課
ⅠⅠ 市市町町村村連連絡絡調調整整費費

1. 住民基本台帳ネットワ 105,192 106,636 住民の利便性の増進及び行政の効率化を目的とした住民基

ークシステム・マイナ 本台帳ネットワークシステム及びマイナンバー制度の運用

ンバー制度運用事業○補○単 に要する経費

2. 税収確保推進支援事業○単 19,000 15,000 市町村税・個人県民税等の税収の確保を図るため、和歌山

地方税回収機構の運営費補助に要する経費

ⅡⅡ 選選 挙挙 啓啓 発発 費費

1. 明るい選挙推進事業 ○単 2,045 2,142 明るい選挙推進等、選挙の常時啓発に要する経費

ⅢⅢ 衆衆議議院院議議員員選選挙挙費費

1. 衆議院議員総選挙臨時 9,480 － 衆議院議員総選挙の啓発及び棄権防止のための活動に要す

啓発事業 ○受 る経費

2. 衆議院議員総選挙執行 874,448 － 衆議院議員総選挙執行に要する経費

事業 ○受

管管 財財 課課
ⅠⅠ 一一 般般 管管 理理 費費

1. 本庁舎管理事業 ○単 395,481 439,437 本庁舎（本館、北別館、東別館及び南別館）の施設環境及

び設備の維持管理等に要する経費

ⅡⅡ 財財 産産 管管 理理 費費

1. 財産管理事業 ○単 1,032,569 471,230 県有財産の適正な維持管理及び旧和歌山税務署の整備等に

要する経費

ⅢⅢ 支支庁庁及及びび地地方方事事務務所所費費

1. 総合庁舎管理事業 ○単 525,494 194,575 総合庁舎の施設環境及び設備の維持管理等に要する経費

<<危危 機機 管管 理理 局局>>

危危機機管管理理・・消消防防課課
ⅠⅠ 防防 災災 総総 務務 費費

1. 危機管理運営・防災力 14,357 12,227 危機管理及び防災センターの宿日直並びに防災意識の普及・

向上事業 ○単 啓発に要する経費
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2．出張！減災教室事業 ○単 21,780 22,880 地震体験車による地震体験や家具固定実習等、体験型学習

を中心とした防災・減災に関する出前教室の実施に要する

経費

3. 津波防災教育センター 7,821 7,397 防災教育・啓発の拠点施設である津波防災教育センターの

活用事業 ○単 運営に要する経費

4. 石油コンビナート等防 20,490 40,915 県石油コンビナート等防災本部の運営、防災計画の修正及

災対策事業 ○補○単 び防災資機材の整備等、石油コンビナート等の防災対策に

要する経費

5. 消防救急デジタル無線 199,996 122,969 大規模災害発生時の消防活動体制の構築を図るため、消防

運営事業 ○受○単 救急無線の広域化（県域ネットワーク整備）・共同化（施

設等共同利用）を実現した共通波無線システムの県域一体

運営に要する経費

6. 濱口梧陵偉業顕彰・発 12,509 15,545 濱口梧陵の功績及び津波防災の重要性を発信する「世界津

信事業 ○単 波の日」シンポジウム開催に要する経費

7. ○新紀伊半島大水害10年 7,305 － 紀伊半島大水害10年追悼式典の開催に要する経費

追悼式典事業 ○単

ⅡⅡ 消消防防連連絡絡調調整整費費

1. 消防行政等一般指導事 8,555 8,559 県内消防体制の充実強化を図るため、消防団の活性化及び

業 ○単 消防功労者表彰の実施等に要する経費

2. 危険物取扱規制及び保 12,997 12,782 危険物施設に関する許可・検査等による保安対策指導及び

安対策事業 ○単 危険物取扱者に対する保安講習の実施に要する経費

3. 救急高度化推進事業 ○単 7,246 7,246 救急業務の高度化及び救急救命士の資質向上を推進するた

め、救急救命協議会の運営及び救急救命士の養成等に要す

る経費

4. 消防学校管理運営事業○単 74,582 79,500 消防職員及び消防団員等を教育訓練するための消防学校の

運営及び施設の維持管理に要する経費

ⅢⅢ 銃銃砲砲火火薬薬ガガスス等等取取締締費費

1．高圧ガス保安事業 ○単 4,920 5,398 高圧ガスの製造、販売、貯蔵、移動及び消費等の保安対策

に要する経費

防防 災災 企企 画画 課課
ⅠⅠ 防防 災災 総総 務務 費費

1. 防災体制整備事業 ○単 2,594 3,082 防災会議の運営、地域防災計画の修正等、防災体制の整備

促進に要する経費

2. 地域防災力向上事業○補○単 1,951 1,751 県民一人ひとりの防災意識向上及び地域の防災体制の確立

に要する経費

3. 総合防災情報システム 1,079,306 462,661 総合防災情報システムの運営及び再整備に要する経費

運営事業 ○単

4. わかやま防災力パワー 200,000 200,000 南海トラフ地震等の大規模災害から県民のかけがえのない

アップ事業 ○単 命を守るため、避難・救助・減災等の総合的な防災対策に

取り組む市町村の支援に要する経費

5. 災害時緊急支援（移動 8,359 8,459 災害時に被災地や広域防災拠点において情報収集等を行う

県庁）整備事業 ○単 職員を支援するため、パソコンやタブレット端末等を配備

し、正確かつ迅速に災害情報の収集伝達ができる環境を整

備するために要する経費

6. 地震・津波観測情報の 18,257 24,347 地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）を活用した津

収集強化事業 ○単 波予測システムの運用に要する経費
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7. 避難発令支援情報提供 3,950 3,952 市町村が避難勧告等の発令を早期かつ的確に行うための短

事業 ○単 長期の精度の高い気象予測システムの運用に要する経費

8. 災害時避難促進事業 ○単 5,624 5,624 県民一人ひとりの安全な避難を促進するため開発した「和

歌山県防災ナビ」アプリの運用に要する経費

災災 害害 対対 策策 課課
ⅠⅠ 防防 災災 総総 務務 費費

1．防災訓練の実施事業 ○単 5,235 5,058 津波災害対応実践訓練等、実践的な防災訓練の実施に要す

る経費

2. 防災ヘリコプター運営 336,127 2,549,941 救急・救助活動及び災害時の迅速・的確な応急対応のため

事業 ○単 の防災ヘリコプター運航に要する経費

3．災害対応力強化事業○補○単 12,411 73,474 全職員統一の防災服の管理や災害時の職員用食糧の計画的

備蓄、緊急消防援助隊活動時の食糧等、災害対応力の強化

に要する経費
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